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制定　平成27年４月１日
改正　平成28年４月１日
（趣旨）
第１条　群馬県における介護福祉士養成施設等の指定については、法令等に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。

（定義）
第２条　この要領において「介護福祉士養成施設等」とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号。以下「法」という。）第40条第２項第１号から第３号までの規定に基づく養成施設（以下「介護福祉士養成施設」という。）及び法第40条第２項第５号の規定に基づく養成施設（以下「介護福祉士実務者養成施設」という。）をいう。
２　この要領において、「法令等」とは、法、新法、社会福祉士及び介護福祉士法施行令（昭和62年政令第402号。以下「令」という。）、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第49号。以下「施行規則」という。）、社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則（昭和62年年厚生省令第50号。以下「指定規則」という。）、社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月２８日28日社援発第0328001号。以下「指針」という。）をいう。

第１章　介護福祉士養成施設
（新規設置）
第３条　介護福祉士養成施設を設置しようとする者（以下「設置者」という。）は、あらかじめ相談の上、授業を開始しようとする日の１年前までに別記様式第１号による介護福祉士養成施設設置計画書（以下「設置計画書」という。）を群馬県知事に提出すること。
２　前項の設置計画書には、次の書類を添えて提出すること。
（1） 設置者に関する書類
ア 設置者が法人である場合
（ア）法人の登記事項証明書
（イ）法人の寄付行為又は定款
（イウ）役員名簿
（ウエ）法人認可官庁に提出した前年度の事業概要報告書、収支決算書及び財産目
録
（エオ）申請年度の事業計画及び収支予算書
（オカ）介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録
（カキ）養成施設の長の履歴書、就任承諾書
イ 設置者が法人の設立を予定している場合
　　　　　　認可官庁に提出した申請書類のうち（アイ）、（イウ）、（エオ）、（オカ）、（カキ）
（2） 建物に関する書類
　　　　 配置図及び平面図（建設予定の場合は設計図）
（3） 整備に関する書類
　　　　ア 土地
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
　　　　イ 建物
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
（4） 資金計画に関する書類
　　　　ア 自己資金
　　　　　 金融機関による残高証明等
　　　　イ 借入金
　　　　　（ア）融資予定額、金融機関名、返済期間及び償還計画等を記載した書類
　　　　　（イ）融資内諾書の写
　　　　ウ 寄付金
　　　　　（ア）寄付申込書
　　　　　（イ）寄付をする者の財産を証明する書類
（5） 実習施設の設置者の承諾書
（6） 実習施設等の概要
（７）実習施設等のパンフレット
（８）学則
（９）入所者選抜の概要（生徒の受入方針、受入方策等）
（10）編入所定員を設定する場合の具体的方法（受験資格や既修得単位の認定方法等）
（11）教員の就任承諾書
（12）教育用機械機器及び模型の目録
（13）時間割及び授業概要（指針別表１の教育に含むべき事項に該当する箇所に下線を引くこと）
（14）養成施設に係る収支予算及び向こう２年間の財政計画
（15）実習計画
（16）図書目録

（指定申請）
第４条　設置者は、介護福祉士養成施設の指定を受けようとするときは、授業を開始しようとする日の６ヶ月前までに、別記様式第２号による介護福祉士養成施設指定申請書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の申請書には、第３条第２項の書類を添付すること。
３　群馬県知事は、申請書の内容を確認するため、別に定める「実地調査要領」に基づき現地で実地調査を行うことができる。

（変更計画）
第５条　指定を受けた介護福祉士養成施設（以下「指定介護福祉士養成施設」という。）の設置者は、指定規則第８条第１項第５号（修業年限、養成課程、入所定員（増員する場合に限る。）及び学級数に限る。）を変更しようとするときは、あらかじめ相談の上、変更しようとする日の１年前までに、別記様式第１号に準ずる介護福祉士養成施設変更計画書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の変更計画書には、第３条第２項の書類のうち、当該変更箇所に係る書類を添付すること。

（変更承認申請）
第６条　指定介護福祉士養成施設の設置者は、指定規則第８条第１項第５号（修業年限、養成課程、入所定員（増員する場合に限る。）及び学級数に限る。）又は同項第８号で定める事項を変更しようとするときは、変更を行おうとする日の６ヶ月前までに、別記様式第２３号に準ずるより介護福祉士養成施設変更承認申請書を群馬県知事に提出すること。ただし、学則（入所定員（減員する場合に限る。））の変更の承認申請については、変更を行おうとする日の３ヶ月前までに提出すること。
２　前項の申請書には、第３条第２項の書類のうち、当該変更箇所に係る書類を添付すること。
３　群馬県知事は、第１項の申請書のうち、指定規則第８条第１項第８号で定める事項を変更しようとする場合には、申請書の内容を確認するため、別に定める「実地調査要領」に基づき現地で実地調査を行うことができる。

（変更の届出）
第７条　指定介護福祉士養成施設の設置者は、指定規則第８条第１項第１号から第３号までに掲げる事項、第５号に掲げる事項（修業年限、養成課程、入学定員、学級数に関する事項を除く。）、同項第７号に掲げる事項（専任教員に関する事項に限る。）、第10号ロに掲げる介護実習施設等若しくは市町村に関する事項に掲げる事項に変更があったときは、１月以内に、別記様式第３号により介護福祉士養成施設変更届出書を群馬県知事に届け出ること。

（報告）
第８条　指定介護福祉士養成施設の設置者は、令第５条に基づき、毎学年度開始後２月以内に、別記様式第４号により介護福祉士養成施設等報告書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の報告書には、次に掲げる書類を添付すること。
（1） 当該年度４月１日現在の学則

（報告の徴収及び指示）
第９条　群馬県知事は、指定介護福祉士養成施設につき必要があると認めるときは、その設置者又は長に対して報告を求めることができる。
２　群馬県知事は、指定介護福祉士養成施設の教育内容、施設、設備その他が適当でないと認めるときは、その設置者又は長に対して必要な指示をすることができる。

（指定の取消）
第10条　群馬県知事は、指定介護福祉士養成施設が指定規則及び指針で定める基準に適合しなくなったと認めるとき、若しくはその設置者又は長が前条第２項の規定による指示に従わないとき及び次条の規定による申請があったときは、その指定を取り消すことができる。

（指定の取消しの申請手続）
第11条　指定介護福祉士養成施設について、群馬県知事の指定の取消しを受けようとするときは、その設置者は、あらかじめ相談の上、次に掲げる事項を記載した申請書を取消予定期日の６ヶ月前までに群馬県知事に提出すること。
（1） 指定の取消しを受けようとする理由
（2） 指定の取消しを受けようとする予定期日
（3） 在学中の学生があるときは、そのものに対する措置
２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付すること。
（1） 指定取消を決定した理事会の議事録

（入所資格の審査等）
第12条　入所資格の審査は、法令の定めるところに従い適正に行うこととし、入所の選考は、学力検査の成績等を勘案して適正に行うこと。
２　入所志願者に対しては、入所願書にあわせて、それぞれ次の書類を提出させること。
ア 法第3940条第２項第１号（新法第40条第２項第１号を含む。以下同じ。）に該当する者
　 高等学校卒業証明書等大学に入所することができることを証する書面
イ 法第4039条第２項第２号（新法第40条第２項第２号を含む。以下同じ。）に該当する者
　 大学（大学院及び短期大学を含む。）、高等学校の専攻科若しくは中等教育学校の専攻科、特別支援学校の専攻科、専修学校の専門課程又は各種学校の卒業証明書（学校教育法（昭和22年法律第26号）第102条第２項の規定により大学院への入所が認められた者にあっては、そのことを証明する書面）及び別記様式５号による法第40条第２項第２号に基づく社会福祉に関する科目の履修証明書
ウ 法第4039条第２項第３号（新法第40条第２項第３号を含む。以下同じ。）に該当する者
　 当該養成所の卒業証明書

（医療的ケア修了証明書）
第13条　指定介護福祉士養成施設の設置者又は長は、生徒が医療的ケア（基本研修）（指定規則別表第４備考２又は別表第５備考２に規定する講義及び演習をいう。以下、同じ。）を修了した上で卒業した場合には、必要に応じて別記様式第６号による基本研修修了証明書を交付すること。
２　前項の基本研修に加え、指定介護福祉士養成施設の設置者又は長は、生徒が医療的ケア（基本研修）（新指定規則別表第４備考２又は別表第５備考２に規定する講義及び演習をいう。以下、同じ。）を修了した上で卒業した場合には、別記様式第６号による基本研修修了証明書を交付すること。
２　前項の基本研修に加え、生徒が医療的ケア（実地研修）（新指定規則別表第４備考３又は別表第５備考３に規定する実地研修をいう。以下、同じ。）を修了した上で卒業した場合には、別記様式第７７号による実地研修修了証明書を交付すること。

第２章　介護福祉士実務者養成施設
（新規設置）
第14条　介護福祉士実務者養成施設を設置しようとする者（以下「実務者施設設置者」という。）は、あらかじめ相談の上、授業を開始しようとする日の９ヶ月前までに別記様式第８８号による介護福祉士実務者養成施設設置計画書（以下「設置計画書」という。）を群馬県知事に提出すること。ただし、当該養成施設が法第4039条第２項第１号から第３号（新法第40条第２項第１号から第３号を含む。以下同じ。）までに基づく介護福祉士養成施設の指定を受けている場合は、授業を開始しようとする８ヶ月前までに提出すること。
２　前項の設置計画書には、次に掲げる書類を添付すること。
（1） 実務者施設設置者に関する書類
ア 法人の登記事項証明書
　 ただし、当該養成施設が法第40条第２項第１号から第３号までに基づく介護福祉士養成施設の指定を受けている場合は省略できる。
イ 法人の寄付行為又は定款
イウ 役員名簿
エ 法人認可官庁等に提出した前年度の事業概要報告書、収支決算書及び財産目
録
ウオ 申請年度の事業計画及び収支予算書
エカ 介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録
オキ 介護福祉士実務者養成施設の長の履歴書、就任承諾書
（2） 建物に関する書類
　　　　　配置図及び平面図（建設予定の場合は設計図）
（3） 整備に関する書類
　　　　ア 土地
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
　　　　イ 建物
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
（4） 資金計画に関する書類
　　　　ア 自己資金
　　　　　 金融機関による残高証明等
　　　　イ 借入金
　　　　　（ア）融資予定額、金融機関名、返済期間及び償還計画等を記載した書類
　　　　　（イ）融資内諾書の写
　　　　ウ 寄付金
　　　　　（ア）寄付申込書
　　　　　（イ）寄付をする者の財産を証明する書類
（5） 学則
（6） 入所者選抜の概要（学生等の受入方針、受入方策等）
（7） 専任教員及び面接授業を担当する教員の就任承諾書
（8） 教育用機械器具及び模型の目録
（9） 時間割及び授業概要（指針別表５の教育に含まれる事項に該当する箇所に下線を引くこと。）
（10） 実務者養成施設に係る収支予算及び向こう２年間の財政計画
（11） 教育の一部を他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の承諾書。
３　通信課程を設ける場合には、前項に規定するもののほか、次の書類を添えること。
（1） 通信養成を行う地域
（2） 添削その他の指導方法（各科目ごとに１回以上行い、採点、講評等をもらう）
（3） 面接授業実施期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の設置者の承諾書
（4） 課程修了の認定方法
（5） 通信養成に使用する教材の目録

（指定申請）
第15条　実務者施設設置者は、介護福祉士実務者養成施設の指定を受けようとするときは、授業を開始しようとする日の３ヶ月前までに、別記様式第９９号による介護福祉士実務者養成施設指定申請書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の申請書には、第12条第２項及び第３項（通信課程を設ける場合に限る。）の書類を添付すること。

（変更計画）
第16条　指定を受けた介護福祉士実務者養成施設（以下「指定実務者養成施設」という。）の設置者は、指定規則第８条第１項第５号（修業年限、養成課程、入所定員（増員する場合に限る。）及び学級数に限る。）を変更しようとするときは、あらかじめ相談の上、変更しようとする日の９ヶ月前までに、別記様式第８８号に準ずる介護福祉士実務者養成施設変更計画書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の変更計画書には、第12条第２項及び第３項の書類のうち、当該変更箇所に係る書類を添付すること。


（変更承認申請）
第17条　指定実務者養成施設の設置者は、指定規則第８条第１項第５号（修業年限、養成課程、入所定員（増員する場合に限る。）及び学級数に限る。）、同項第８号で定める事項を変更しようとするときは、変更を行おうとする日の３ヶ月前までに、別記様式第1010号により介護福祉士実務者養成施設変更承認申請書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の申請書には、第12条第２項及び第３項の書類のうち、当該変更箇所に係る書類を添付すること。

（変更の届出）
第18条　指定実務者養成施設の設置者は、指定規則第８条第１項第１号から第３号までに掲げる事項、第５号に掲げる事項（修業年限、養成課程、入学定員、学級数に関する事項を除く。）、同項第７号に掲げる事項（専任教員に関する事項に限る。）に変更があったときは、１月以内に、別記様式第1010号により介護福祉士実務者養成施設変更届出書を群馬県知事に届け出ること。


（報告）
第19条　指定実務者養成施設の設置者は、令第５条に基づき、毎学年度開始後２月以内に、別記様式第1111号により介護福祉士実務者養成施設等報告書を群馬県知事に提出すること。
２　前項の報告書には、次に掲げる書類を添付すること。
（1） 当該年度４月１日現在の学則

（報告の徴収及び指示）
第20条　群馬県知事は、指定実務者養成施設につき必要があると認めるときは、その設置者又は長に対して報告を求めることができる。
２　群馬県知事は、指定実務者養成施設の教育内容、施設、設備その他が適当でないと認めるときは、その設置者又は長に対して必要な指示をすることができる。
　
（指定の取消）
第21条　群馬県知事は、指定実務者養成施設が指定規則及び指針で定める基準に適合しなくなったと認めるとき、若しくはその設置者又は長が前条第２項の規定による指示に従わないとき及び次条の規定による申請があったときは、その指定を取り消すことができる。

（指定の取消しの申請手続）
第22条　指定実務者養成施設について、群馬県知事の指定の取消しを受けようとするときは、その設置者は、あらかじめ相談の上、次に掲げる事項を記載した申請書を取消予定期日の６ヶ月前までに群馬県知事に提出すること。
（1） 指定の取消しを受けようとする理由
（2） 指定の取消しを受けようとする予定期日
（3） 在学中の学生があるときは、そのものに対する措置
２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付すること。
（1） 指定取消を決定した理事会の議事録


（医療的ケア修了証明書）
第23条　指定実務者養成施設の設置者又は長は、生徒が医療的ケア（実地研修）を修了した上で卒業した場合には、別記様式第７７号による実地研修修了証明書を交付すること。
２　指定実務者養成施設の設置者又は長は、医療的ケア（基本研修）を修了した生徒に対して、可能な限り実地研修を行うよう、特段の配慮をすること。実地研修の実施が困難な場合には、可能な限り医療的ケアを実施している介護現場の見学を行うよう、特段の配慮をすること。

　附　則
１　この要領は、平成27年４月１日から施行する。

附　則
１　この要領は、平成28年４月１日から施行する。
２　指定実務者養成施設の設置者がこの要領の施行の日以後に修業年限を変更する場合（施行規則第21条第３号に掲げる者に係る場合に限る。）における第17条の規定の適用については、当分の間、同条中「修業年限、養成課程」とあるのは「養成課程」とする。

　附　則
１　この要領は、平成29年12月14日から施行し、平成29年４月１日から適用する。
　　ただし、適用日から施行日までの間に行われた申請等については、この要領に基づく申請があったものとみなす。

附　則
１　平成30年11月22日から施行し、平成30年８月７日から適用する。
２　別記様式第１号から第３号については、介護福祉士養成施設のうち次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から適用する。
　　一　修業年限が４年以上のもの　平成31年４月１日
　　二　修業年限が３年以上４年未満のもの　平成32年４月１日
　　三　修業年限が２年以上３年未満のもの　平成33年４月１日
　　四　修業年限が１年以上２年未満のもの　平成34年４月１日
３　別記様式第８号から第10号については、介護福祉士実務者養成施設のうち平成34年１月１日以降に修了する課程の授業開始日から適用する。

　附　則

この要領は、令和２年１１月２６日から施行する。

　　
附　則
この要領は、令和３年４月２６日から施行する。








































別記様式第１号（規格Ａ４）（第３条関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
　　表者の氏名）                            
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　


介護福祉士養成施設設置計画書


標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第３条の規定に
基づき提出します。
















2


介護福祉士養成施設設置計画書

	１　名　称
	

	２　位　置
	

	３　設置者
（法人の場合は
名称・所在地）
	氏　名
	

	
	住　所
	

	４　設置年月日
	

	５　種類等
	種　　　　類
	１学年
の定員
	学級数
	１学級
の定員
	修　業
年　限
	授業開始
予定年月日

	
	（１） 
指定規則第７条第１項の
養成施設(昼間過程・夜間過程)
	
	
	
	
	

	
	（２） 指定規則第７条第２項の
養成施設
(昼間過程・夜間過程)
	
	
	
	
	

	
	（３） 
指定規則第７条第３項の
養成施設(昼間過程・夜間過程)
	
	
	
	
	

	６　養成施設の
　　長の氏名
	
	７　専任事務
職員氏名


	


	８　専任教員
（教務に関する主任者には氏名の前に◎印をし、各領域の科目編成等を行う者には、○印をすること）
	氏　　　　　名
	年齢
	担当科目
	資格名
	養成施設等運営
指針
該当番号
	教員調書
頁番号

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	９　医療的ケアを担当する教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	10　その他の教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	






	

13
 

教育用機械器具及び模型
	実習用モデル人形
人体骨格模型
成人用リフト
移動用リフト
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ
車いす
簡易浴槽
ストレッチャー
排せつ用具
歩行補助つえ
盲人安全つえ
	体
体
床
台
台
台
槽
個
個
本
本
	視聴覚機器
障害者用調理器具・食器類
和式布団一式
吸引装置一式
経管栄養用具一式
処置台又はワゴン
吸引訓練モデル
経管栄養訓練モデル
心肺蘇生訓練用器材一式
人体解剖模型
	器
台
式
式
式
台
体
体
式
体

	
14

実習施設
	施設名及び施設種
	氏名（法人にあっては名称）
	設　置
年月日
	位　置
	入所
定員
	実　習
指導者
	実習指導
者調書頁
番号
	実　習
区　分

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ⅰ　　Ⅱ

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ⅰ　　Ⅱ

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ⅰ　　Ⅱ

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ⅰ　　Ⅱ

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ⅰ　　Ⅱ

	15　整備に要する経費
	区分
	整備方法
	金額

	
	土地
	自己所有・寄付・買収・その他（　　　　　　　）
	千円

	
	建物
	自己所有・寄付・買収・その他（　　　　　　　）
	千円

	
	設備
	
	千円

	
	合計
	
	千円

	16　資金計画
	区分
	金額

	
	自己資金
	千円

	
	借入金
	千円

	
	その他（具体的に）
	千円

	
	合計
	千円


（注１）記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜様式の枚数を増加し、この様式に準じた設置計画書を作成すること。
（注２）８の専任教員の資格名欄には、介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師、社会福祉士の資格を持つ者について記入すること。
（注３）８の専任教員の指針該当番号の欄には、指針中の専任教員の要件のうち該当する条項を記入すること。
（〈例〉５－（７）－ア－（イ））
　　また、医療的ケアを担当する教員の指針該当番号の欄には、
（１）　医療的ケア教員講習会修了者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
（２）　介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会を修了した者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
のうち、いずれか該当する番号を記載すること。
（注４）12の建物欄には、介護実習室は、専らベッドを用いる実習室（㎡）と和室（畳）を区別して記入すること。
（注５）15の整備に要する経費及び16の資金計画については、地方公共団体が設置する場合は記入不要。





	
	

	
	

	
	

	

	

	
	

	
	

	
	



	
	



	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	















	
	

	
	

	
	

	

	

	
	

	
	


	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
















	
	

	
	

	
	

	
	

	

	


	
	


	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	














































No.　　
専任教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	指針該当番号
	

	介護教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了
３．全部免除

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了
３．全部免除

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　各教員ごとに作成すること。
（注２）　指針該当番号の欄は、専任教員についてのみ記入すること。
（注３）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。







No.　　
医療的ケアを担当する教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	該当番号
	

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会
	１．修了　　（　年　月　日～　年　月　日）
２．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　各教員ごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の写しを添付すること。








No.　　
実習指導者に関する調書

	実習施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	従事している業務内容
	

	介護福祉士養成実習施設・
事業等実習指導者研修課程
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護福祉士国家資格
	１．有　　　　　２．無
　（資格取得時期　　　年　　　月）

	区分
	

	職　　歴
	施設・事業所名称
	業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　計
	



（注１）各実習指導者ごとに作成すること。
（注２）「区分」欄については、実習指導者が、
· 　実習施設・事業等（Ⅰ）における実習指導者で、介護福祉士の資格を有する者又は３年以上介護業務経験に従事した経験する者は①と、
· 　実習施設・事業等（Ⅱ）における実習指導者で、介護福祉士として３年以上実務に従事した経験があり、かつ介護福祉士養成実習施設・事業等実習指導者研修課程を修了した者は②と、
· 　実習施設・事業等（Ⅱ）における実習指導者で、介護福祉士の資格を有する者であって、「社会福祉法人全国社会福祉協議会が行う介護福祉士実習施設実習指導者特別研修課程」を修了した者は③と、
· それら以外の者にあっては④と、
記載すること。
（注３）実習指導者講習会を修了した者については、当該講習会の修了証の写しを添付すること。







No.　　
実習施設等承諾書

年　　月　　日　　

（申　請　者）　殿


設置者　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　印　


下記施設は、○○専門学校が（介護福祉士養成施設指定を受ける養成施設又は学校の種別）として指定された際には、実習施設等として実習生を受け入れることを承諾いたします。


記



	施設種別及び施設名
	

	定　員
	

	実習生の受入開始時期
	

	実習受入可能時期
	

	実習指導者の人数
	

	実習受入人数
	









No.　　

年　　月　　日　時　点
（申請書提出の過去一年以内の状況を記載のこと）

実習施設等の概要


	施設名
	

	設置年月日
	

	施設長名
	
	設置主体
	

	所在地
	

	電話番号
	

	入所定員
	

	主な設備
	





（介護実習Ⅱに該当する場合のみ記入）

	介護福祉士の
配置状況
	常勤の介護職員
	うち介護福祉士
	介護福祉士の
占める割合

	
	人
	人
	％

	マニュアル等
の整備状況
	実習指導者マニュアル
	有　　無

	
	介護サービス提供のためのマニュアル
	有　　無

	
	介護過程に関する諸記録
	有　　無

	
	研修計画の有無
	有　　無




添付書類

（1） 設置者に関する書類
ア 設置者が法人である場合
（ア）法人の寄付行為又は定款
（イ）役員名簿
（ウ）法人認可官庁に提出した前年度の事業概要報告書、収支決算書及　　
び財産目録
（エ）申請年度の事業計画及び収支予算書
（オ）介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録
（カ）養成施設の長の履歴書、就任承諾書
イ 設置者が法人の設立を予定している場合
　　　　　認可官庁に提出した申請書類のうち（ア）、（イ）、（エ）、（オ）、（カ）
（2） 建物に関する書類
　　　　 配置図及び平面図（建設予定の場合は設計図）
（3） 整備に関する書類
　　　　ア 土地
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
　　　　イ 建物
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
（4） 資金計画に関する書類
　　　　ア 自己資金
　　　　　 金融機関による残高証明等
　　　　イ 借入金
　　　　　（ア）融資予定額、金融機関名、返済期間及び償還計画等を記載した書類
　　　　　（イ）融資内諾書の写
　　　　ウ 寄付金
　　　　　（ア）寄付申込書
　　　　　（イ）寄付をする者の財産を証明する書類
（5） 実習施設の設置者の承諾書
（6） 実習施設等の概要
（7） 学則
（8） 入所者選抜の概要（生徒の受入方針、受入方策等）
編入所定員を設定する場合の具体的方法（受験資格や既修得単位の認定方法等）
教員の就任承諾書
教育用機械機器及び模型の目録
時間割及び授業概要（指針別表１の教育に含むべき事項に該当する箇所に下線を引くこと）
養成施設に係る収支予算及び向こう２年間の財政計画
実習計画

（注１）添付書類は記載の順番にすること。
（注２）各項目の区切りには、仕切紙を入れ、インデックスを貼ること。インデックスの番号は、添付書類番号にあわせること。
（注３）趣意書、生徒の見込み等その他参考資料については、最後に添付すること。





















別記様式第２号（規格Ａ４）（第４条関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
表者の氏名）                            
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　


介護福祉士養成施設指定申請書


標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第３条の規定に
基づき申請します。
















介護福祉士養成施設指定申請書

	１　名　称
	

	２　位　置
	

	３　設置者
（法人の場合は
名称・所在地）
	氏　名
	

	
	住　所
	

	４　設置年月日
	

	５　種類等
	種　　　　類
	１学年
の定員
	学級数
	１学級
の定員
	修　業
年　限
	授業開始
予定年月日

	
	（１） 指定規則第７条第１項の
養成施設
(昼間過程・夜間過程)
	
	
	
	
	

	
	（２） 指定規則第７条第２項の
養成施設
(昼間過程・夜間過程)
	
	
	
	
	

	
	（３） 指定規則第７条第３項の
養成施設
(昼間過程・夜間過程)
	
	
	
	
	

	６　養成施設の
　　長の氏名
	
	７　専任事務
職員氏名
	


	８　専任教員
（教務に関する主任者には氏名の前に◎印をし、各領域の科目編成等を行う者には、○印をすること）
	氏　　　　　名
	年齢
	担当科目
	資格名
	養成施設等運営
指針
該当番号
	教員調書
頁番号

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	９　医療的ケアを担当する教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	10　その他の教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	





（注１）記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜様式の枚数を増加し、この様式に準じた指定申請書を作成すること。
（注２）８の専任教員の資格名欄には、介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師、社会福祉士の資格を持つ者について記入すること。
（注３）８の専任教員の指針該当番号の欄には、指針中の専任教員の要件のうち該当する条項を記入すること。
（〈例〉５－（７）－ア－（イ））
　　また、医療的ケアを担当する教員の指針該当番号の欄には、
（１）　医療的ケア教員講習会修了者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
（２）　介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会を修了した者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
のうち、いずれか該当する番号を記載すること。
（注４）12の建物欄には、介護実習室は、専らベッドを用いる実習室（㎡）と和室（畳）を区別して記入すること。








No.　　
専任教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	指針該当番号
	

	介護教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了
３．全部免除

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了
３．全部免除

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　各教員ごとに作成すること。
（注２）　指針該当番号の欄は、専任教員についてのみ記入すること。
（注３）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。







No.　　
医療的ケアを担当する教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	該当番号
	

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会
	１．修了　　（　年　月　日～　年　月　日）
２．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　各教員ごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の写しを添付すること。








No.　　
実習指導者に関する調書

	実習施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	従事している業務内容
	

	介護福祉士養成実習施設・
事業等実習指導者研修課程
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護福祉士国家資格
	１．有　　　　　２．無
　（資格取得時期　　　年　　　月）

	区分
	

	職　　歴
	施設・事業所名称
	業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　計
	



（注１）各実習指導者ごとに作成すること。
（注２）「区分」欄については、実習指導者が、
　実習施設・事業等（Ⅰ）における実習指導者で、介護福祉士の資格を有する者又は３年以上介護業務経験に従事した経験する者は①と、
　実習施設・事業等（Ⅱ）における実習指導者で、介護福祉士として３年以上実務に従事した経験があり、かつ介護福祉士養成実習施設・事業等実習指導者研修課程を修了した者は②と、
　実習施設・事業等（Ⅱ）における実習指導者で、介護福祉士の資格を有する者であって、「社会福祉法人全国社会福祉協議会が行う介護福祉士実習施設実習指導者特別研修課程」を修了した者は③と、
それら以外の者にあっては④と、
記載すること。
（注３）実習指導者講習会を修了した者については、当該講習会の修了証の写しを添付すること。


No.　　
実習施設等承諾書

年　　月　　日　　

（申　請　者）　殿


設置者　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　印　


下記施設は、○○専門学校が（介護福祉士養成施設指定を受ける養成施設又は学校の種別）として指定された際には、実習施設等として実習生を受け入れることを承諾いたします。


記



	施設種別及び施設名
	

	定　員
	

	実習生の受入開始時期
	

	実習受入可能時期
	

	実習指導者の人数
	

	実習受入人数
	









No.　　

年　　月　　日　時　点
（申請書提出の過去一年以内の状況を記載のこと）

実習施設等の概要


	施設名
	

	設置年月日
	

	施設長名
	
	設置主体
	

	所在地
	

	電話番号
	

	入所定員
	

	主な設備
	





（介護実習Ⅱに該当する場合のみ記入）

	介護福祉士の
配置状況
	常勤の介護職員
	うち介護福祉士
	介護福祉士の
占める割合

	
	人
	人
	％

	マニュアル等
の整備状況
	実習指導者マニュアル
	有　　無

	
	介護サービス提供のためのマニュアル
	有　　無

	
	介護過程に関する諸記録
	有　　無

	
	研修計画の有無
	有　　無




添付書類

（1） 設置者に関する書類
ア 設置者が法人である場合
（ア）法人の寄付行為又は定款
（イ）役員名簿
（ウ）法人認可官庁に提出した前年度の事業概要報告書、収支決算書及び財産目録
（エ）申請年度の事業計画及び収支予算書
（オ）介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録
（カ）養成施設の長の履歴書、就任承諾書
イ 設置者が法人の設立を予定している場合
　　　　　認可官庁に提出した申請書類のうち（ア）、（イ）、（エ）、（オ）、（カ）
（2） 建物に関する書類
　　　　 配置図及び平面図（建設予定の場合は設計図）
（3） 整備に関する書類
　　　　ア 土地
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
　　　　イ 建物
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
（4） 資金計画に関する書類
　　　　ア 自己資金
　　　　　 金融機関による残高証明等
　　　　イ 借入金
　　　　　（ア）融資予定額、金融機関名、返済期間及び償還計画等を記載した書類
　　　　　（イ）融資内諾書の写
　　　　ウ 寄付金
　　　　　（ア）寄付申込書
　　　　　（イ）寄付をする者の財産を証明する書類
（5） 実習施設の設置者の承諾書
（6） 実習施設等の概要
（7） 学則
（8） 入所者選抜の概要（生徒の受入方針、受入方策等）
編入所定員を設定する場合の具体的方法（受験資格や既修得単位の認定方法等）
教員の就任承諾書
教育用機械機器及び模型の目録
時間割及び授業概要（指針別表１の教育に含むべき事項に該当する箇所に下線を引くこと）
養成施設に係る収支予算及び向こう２年間の財政計画
実習計画

（注１）添付書類は記載の順番にすること。
（注２）各項目の区切りには、仕切紙を入れ、インデックスを貼ること。インデックスの番号は、添付書類番号にあわせること。
（注３）趣意書、生徒の見込み等その他参考資料については、最後に添付すること。
























別記様式第３号（規格Ａ４）（第６条（第７条）関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　 
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　


介護福祉士養成施設変更承認申請書（届出書）


標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第４条第１項（第２項）の規定に基づき申請（届出）します。

















	
	

	
	

	


	
	

	
	
	

	
	

	
	
	

	
	

	

	


	
	

	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	

	

	
	

	


	

	
	
	
	
	

	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	






	





	










	










	









	










	



	
	
	

	
	

	

	


	


	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	














別記様式第４号（規格Ａ４）（第８条関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
表者の氏名）                           
電　　話　　　　　　　　　　　 　　　　


介護福祉士養成施設等報告書


標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第５条の規定に基づき報告します。















介護福祉士養成施設等報告書

１　施設の概要
	（１）養成施設等の名称
	

	（２）養成施設等の所在地
	〒　　　-　　　

	（３）設置者
	名称
	

	
	代表者
氏　名
	


	
	所在地
	

	（４）種類等
	種　類
	1学年
の定員
	学級数
	1学級
の定員
	修業年限


	
	該当番号（　　　　）
（昼間・夜間）
	

	

	

	


	（５）養成施設等の長の氏名
	
	（６）開設年月日
	

	（７）専任教員の人数
	
	（８）実習施設の数
	実習Ⅰ
	在宅その他

	
	
	
	
	入所施設

	
	
	
	実習Ⅱ
	在宅その他

	
	
	
	
	入所施設

	（９）実地研修の実施の有無
	有　無
	（10）実習施設の施設数
	在宅その他

	
	
	
	入所施設

	（11）情報開示の状況
	ホームページによる公表
	（　有　・　無　）
【ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞURL：　　　　　　　　　　　　　 　】

	
	その他の方法による公表
	【情報開示の方法：　　　　　　　　　　　　　】

	（12）専任事務職員氏名
	
	（13）連絡先
	T e l：

	
	
	
	F a x：

	
	
	
	E-mail：


（注）　１　当該年度4月1日現在の状況を記載すること。
　　　　２　「（１）養成施設等の名称」には、指定を受けている課程・コース名まで記載すること。
　　　　３　２以上の課程を設置している養成施設等においては、本表も含め、すべて別様式とすること。
　　　　４　「（４）種類等」には、養成施設等の種類ごとに掲げる次の番号を記載するとともに、該当する課程の形態（昼間等）を「○」で囲むこと。
· 法第39条第１号の規定による養成施設等：「①」を記載する。
· 法第39条第２号の規定による養成施設等：「②」を記載する。
· 法第39条第３号の規定による養成施設等：「③」を記載する。
　　　　５　「（８）実習施設の数」における「在宅」には通所介護事業所・特定施設入居者生活介護事業所等が、「施設」には、介護老人保健施設、障害者支援施設等が含まれること。なお、実習Ⅰ及び実習Ⅱの両方を行っている実習施設については、実習Ⅰ及び実習Ⅱのいずれにも計上すること。
　　　　６　「（11）情報開示の状況」には、「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日社援発第0328001号）」又は「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日19文科高第918号・社援発第0328004号）」に定められた内容すべてについて、ホームページを用いて公開している場合に「有」を「○」で囲むこと。
　　　　　　また、その他の方法により情報開示を行ってる場合には、その方法を記載すること。

２　当該年度の学年別学生数等
　（１）当該学年度の入試状況
	
	第1学年の
入学定員
【a】
	受験者数
	合格者数
	入学者数
【b】
	充足率
【b/a×100】

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


    （注）　　　１　「受験者数」には、受験申込を行った者のうち、受験者の人数を記載すること。
　　　　　　　　２　「入学者数」には、入学手続を行った者のうち、当該年度５月１日までに入学を辞退した者を除いた人数を記載すること。



　（２）学年別学生数
	学年

	各学年の定員
	在籍者数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	第１学年

	
	
	
	
	

	第２学年

	
	
	
	
	

	第３学年

	
	
	
	
	

	第４学年

	
	
	
	
	

	合計

	
	
	
	
	


　　（注）　　　１　本表は、当該年度５月１日時点の状況について記載すること。
　　　　　　　　２　「在籍者数」には、留年者・編入者等を含むこと。


















　（３）学生１人あたりの負担金
	費目

	第１学年
	第２学年
	第３学年
	第４学年
	合計

	入学検定料

	
	
	
	
	

	入学金

	
	
	
	
	

	授業料

	
	
	
	
	

	実習費

	
	
	
	
	

	施設維持費

	
	
	
	
	

	その他諸費

	
	
	
	
	

	合計

	
	
	
	
	







































３　前年度における教育の実施状況等
　（１）法第39条第１号の規定による養成施設等
（第　学年）
	領域
	教育内容
	指定規則上
の時間数
	学則上の
時間数
【a】
	実授業時
間数
【b】
	学則上の
時間数と
の差
【b-a】

	人間と社会
	
人間の尊厳と自立
人間関係とコミュニケーション
社会の理解
人間と社会に関する選択科目
	時間
30以上
30以上
60以上
－
	時間
	時間
	時間

	
	小計
	240
	
	
	

	介護
	介護の基本
コミュニケーション技術
生活支援技術
介護過程
介護総合演習
介護実習
（介護実習Ⅰの計）
（介護実習Ⅱの計）
	180
60
300
150
120
450
-
150以上
	
	
	

	
	小計
	1,260
	
	
	

	こころと
からだの
しくみ
	
発達と老化の理解
認知症の理解
障害の理解
こころとからだのしくみ
	
60
60
60
120
	
	
	

	
	小計
	300
	
	
	

	医療的ケア
	医療的ケア（基本研修）
　　　（演習）
　　　　　（実地研修）
	50
-
-
	
	
	

	
	小計
	50
	
	
	

	合計
	1,850
	
	
	


　　（注）　１　本表は、各学年ごとに作成すること。
　　　　　　２　本表は、旧カリキュラム（「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日社援発第0328001号）」又は「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日文科高第918号・社援発第0328004号）」による。以下同じ。）を履修して卒業する学年から作成すること。

　　　　　　３　「学則上の時間数」には、学年ごとに組まれた授業科目の時間数を記入すること。なお、当該学年で行われなかった授業科目の「学則上の時間数」、「実授業時間数」には、「－」を記入すること。
　　　　　　４　「医療的ケア」のうち（演習）及び（実地研修）の「学則上の時間数」は、学則に時間数の規定がない場合には「－」を記入すること。
　　　　　　５　「実授業時間数」には、自習時間等を除いた時間数を記載すること。
　　　　　　６　「医療的ケア」は、「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令」（平成23年厚生労働省令第132号）及び「社会福祉士介護福祉士学校指定規則及び社会福祉に関する科目を定める省令の一部を改正する省令」（平成23年文部科学省・厚生労働省令第５号）により改正することとされた新カリキュラムを履修する学年分から作成すること。

　（２）法39条第２号の規定による養成施設等
（第　学年）
	領域
	教育内容
	指定規則上
の時間数
	学則上の
時間数
【a】
	実授業時
間数
【b】
	学則上の
時間数と
の差
【b-a】

	介護
	
介護の基本
コミュニケーション技術
生活支援技術
介護過程
介護総合演習
介護実習
（介護実習Ⅰの計）
（介護実習Ⅱの計）
	時間
180
60
300
150
60
270
-
90以上
	時間
	時間
	時間」

	
	小計
	1,020
	
	
	

	こころと
からだの
しくみ
	
発達と老化の理解
認知症の理解
障害の理解
こころとからだのしくみ
	
30
30
30
60
	
	
	

	
	小計
	150
	
	
	

	医療的ケア
	医療的ケア（基本研修）
　　　（演習）
　　　　　（実地研修）
	50
-
-
	
	
	

	
	小計
	50
	
	
	

	合計
	1,220
	
	
	


　　（注）　１　修業年限が１年を超える場合には、各学年ごとに作成すること。
　　　　　　２　本表は、新カリキュラムを履修して卒業する学年から作成すること。

　　　　　　３　「学則上の時間数」には、学年ごとに組まれた授業科目の時間数を記入すること。なお、当該学年で行われなかった授業科目の「学則上の時間数」、「実授業時間数」には、「－」を記入すること。
　　　　　　４　「医療的ケア」のうち（演習）及び（実地研修）の「学則上の時間数」は、学則に時間数の規定がない場合には「－」を記入すること。
　　　　　　５　「実授業時間数」には、自習時間等を除いた時間数を記載すること。
　　　　　　６　「医療的ケア」は、「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令」（平成23年厚生労働省令第132号）及び「社会福祉士介護福祉士学校指定規則及び社会福祉に関する科目を定める省令の一部を改正する省令」（平成23年文部科学省・厚生労働省令第５号）により改正することとされた新カリキュラムを履修する学年分から作成すること。











　（３）法第39条第３号の規定による養成施設等
（第　学年）
	領域
	教育内容
	指定規則上
の時間数
	学則上の
時間数
【a】
	実授業時
間数
【b】
	学則上の
時間数と
の差
【b-a】

	人間と社会
	
社会の理解
	時間
15
	時間
	時間
	時間

	
	小計
	15
	
	
	

	介護
	介護の基本
コミュニケーション技術
生活支援技術
介護過程
介護総合演習
介護実習
（介護実習Ⅰの計）
（介護実習Ⅱの計）
	180
60
300
150
60
210
-
70以上
	
	
	

	
	小計
	960
	
	
	

	こころと
からだの
しくみ
	
発達と老化の理解
認知症の理解
障害の理解
こころとからだのしくみ
	
30
60
30
60
	
	
	

	
	小計
	180
	
	
	

	医療的ケア
	医療的ケア（基本研修）
　　　（演習）
　　　　　（実地研修）
	50
-
-
	
	
	

	
	小計
	50
	
	
	

	合計
	1,205
	
	
	


　　（注）　１　修業年限が１年を超える場合には、各学年ごとに作成すること。
　　　　　　２　本表は、旧カリキュラムを履修して卒業する学年から作成すること。

　　　　　　３　「学則上の時間数」には、学年ごとに組まれた授業科目の時間数を記入すること。なお、当該学年で行われなかった授業科目の「学則上の時間数」、「実授業時間数」には、「－」を記入すること。
　　　　　　４　「医療的ケア」のうち（演習）及び（実地研修）の「学則上の時間数」は、学則に時間数の規定がない場合には「－」を記入すること。
　　　　　　５　「実授業時間数」には、自習時間等を除いた時間数を記載すること。
　　　　　　６　「医療的ケア」は、「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令」（平成23年厚生労働省令第132号）及び「社会福祉士介護福祉士学校指定規則及び社会福祉に関する科目を定める省令の一部を改正する省令」（平成23年文部科学省・厚生労働省令第５号）により改正することとされた新カリキュラムを履修する学年分から作成すること。









４　前年度における教員及び実習指導者の異動の状況
	区分
	新任・退任の別
	主任者
	1人以上必
要な教員
	医療的ケア
を担当する
教員
	実習区分
	氏名
	担当科目名

	
	
	
	介　護
	人 間 と 社 会
	
こころとからだのしくみ
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	基 本 研 修
	演　習
	実 地 研 修
	
	
	

	専任教員
	新任
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	退任
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の教員
	新任
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	退任
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実習指導者
	新任
	
	
	
	
	
	
	
	実習Ⅰ・実習Ⅱ
	
	

	
	退任
	
	
	
	
	
	
	
	実習Ⅰ・実習Ⅱ
	
	


　　（注）　１　本表は、前年度４月２日から当該年度４月１日までの間における専任教員、専任教員以外のその他の教員、実習指導者の異動の状況について記載すること。
　　　　　　２　「主任者」、「1人以上必要な教員」、「医療的ケアを担当する教員」（基本研修、演習、実地研修）には、該当するものにそれぞれ「○」を記載すること。なお、兼務している場合にあっては、兼務している全ての項目について「○」を記載すること。
　　　　　　３　「実習区分」には、該当するものを「○」で囲むこと。なお、実習Ⅰ及び実習Ⅱのいずれにも該当する場合には、実習Ⅰ及び実習Ⅱの両方を「○」で囲むこと。
　　　　　　４　「担当科目名」には、担当している指定規則上の科目の名称を記載すること。

５　前年度における卒業生の状況
（１）卒業生の状況
	
	前々年度までの
卒業生の累計
【a】
	前年度の卒業生数
【b】
	卒業生の合計
【a+b】

	
	
	
	

	
	
	
	
	






（２）介護福祉士国家試験の受験状況
	
	受験者数
【a】
	合格者数
【b】
	合格率
【b/a×100】

	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　（注）　１　本表は、平成28年度以降の報告から記載すること。
　　　　　　　２　「受験者数」には、前学年度における卒業生のうち、介護福祉士国家試験の受験者数を記載すること
　　　　　　　３　「合格者数」には、前学年度における卒業生のうち、介護福祉士国家試験の合格者数を記載すること。



（３）前年度卒業生の進路
	就職先
	卒業生数

	
	
	

	①居宅サービス事業所等（基準該当事業所を含む。）
	
	

	②介護保険施設
	
	

	③障害福祉サービス事業所（基準該当事業所を含む。）
	
	

	④障害者支援施設
	
	

	⑤保護施設
	
	

	⑥児童福祉施設
	
	

	⑦社会福祉協議会
	
	

	⑧その他
	
	

	⑨公務員
	国
	
	

	
	都道府県
	
	

	
	市（区）町村
	
	

	⑩医療機関
	
	

	⑪他産業
	
	

	⑫進学
	
	

	⑬未就労
	
	

	合計
	
	


　　（注）　１　「卒業生数」には、働きながら養成施設等に在籍している学生であって、在籍時と同じ
職場で働き続ける者も含むこと。
　　　　　　２　「合計」には、５の（１）のb欄と一致させること。
　　　　　　３　「居宅サービス事業所等」には、介護予防サービス事業所、地域密着型サービス事業所
　　　　　　　介護予防地域密着型サービス事業所を含むこと。


６　その他添付資料について

　当該年度４月１日現在の学則を添付すること。



別記様式第５号（規格Ａ４）（第12条関係）

介護福祉士科目履修証明書

	フリガナ
	

	氏　　名
	

	社会福祉に関する科目
	大学等における履修科目

	１　人体の構造と機能及び疾病
	

	２　心理学理論と心理的支援
	

	３　社会理論と社会システム
	

	４　現代社会と福祉
	

	５　相談援助の基盤と専門職
	

	６　相談援助の理論と方法
	

	７　社会保障
	

	８　高齢者に対する支援と介護保険制度
	

	９　障害者に対する支援と障害者自立支援制度
	

	10　児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度
	

	11　低所得者に対する支援と生活保護制度
	

	12　保健医療サービス
	

	13　相談援助演習
	

	14　相談援助実習指導
	

	15　相談援助実習
	



　相談援助実習における実習施設
	名称
	

	施設種別
	

	実習期間
	



上記の者は、当大学等において社会福祉に関する基礎科目を修めたことを証明します。

　　　　　年　　月　　日
　　　 所　 　 在 　　地
　　　 大学等・代表者氏名                                                       印　　

（注）社会福祉に関する科目と履修科目が異なる場合において、読替の範囲にないものについては、その履修科目の内容がわかるものを添付すること。

別記様式第６号（規格Ａ４）（第13条関係）

基本研修修了証明書

	フリガナ
	

	氏　　名
	

	生年月日
	年　　　　月　　　　日

	講義
	　実時間：50時間以上

	演習
	
ア　喀痰吸引
　（ア）口腔　５回以上
　（イ）鼻腔　５回以上
　（ウ）気管カニューレ内部　５回以上
イ　経管栄養
　（ア）胃ろう又は腸ろう　５回以上
　（イ）経鼻経管栄養　５回以上
ウ　救急蘇生法　１回以上







	
	

	
	

	
	

	
	

	
	































上記の者は、当養成施設において基本研修（養成施設指定規則に規定する別表第４備考２に規定する講義及び演習）を修了したことを証明します。




年　　　月　　　日



所在地・連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

養成施設・代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　




別記様式第７号（規格Ａ４）（第13条及び第23条関係）

実地研修修了証明書


	フリガナ
	

	氏　　名
	

	喀痰吸引
	種類
	実地研修修了の有無
（修了したものに○をつけること）

	
	①口腔（10回以上）
	

	
	②鼻腔（20回以上）
	

	
	③気管カニューレ内部（20回以上）
	

	経管栄養
	種類
	実地研修修了の有無
（修了したものに○をつけること）

	
	①胃ろう又は腸ろう（20回以上）
	

	
	②経鼻経管栄養（20回以上）
	





　上記の者は、当養成施設において医療的ケアに関する実地研修（養成施設指定規則に規定する別表第４備考３及び別表第５備考３に規定する実地研修）を修了したことを証明します。




　　　　年　　　月　　　日



所在地・連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

養成施設・代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　













別記様式第８号（規格Ａ４）（第１４条関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
表者の氏名）                            
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　


介護福祉士実務者養成施設設置計画書


標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第３条の規定に
基づき提出します。




介護福祉士実務者養成施設設置計画書

	１　名　称
	

	２　位　置
	

	３　設置者
（法人の場合は
名称・所在地）
	氏　名
	

	
	住　所
	

	４　設置年月日
	

	５　種類等
	種　　　　類
	１学年
の定員
	学級数
	１学級
の定員
	修　業
年　限

	
	第２号養成施設（養成施設指定規則第７条の２）
(昼間過程・夜間過程・通信課程)
	
	
	
	

	６　開講期間
	

	７　養成施設の
　　長の氏名
	
	８　専任事務
職員氏名
	


	９　専任教員
（教務に関する主任者には氏名の前に◎印をすること）
	氏　　　　　名
	年齢
	担当科目
	資格名
	養成施設等運営
指針該当番号
	教員調書
頁番号

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	10　介護過程Ⅲ
　（面接授業）
を担当する教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	11　医療的ケアを担当する教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	12　その他の教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	








	13
開講科目
	指定規則上の科目名
（時　間　数）
	時間数
	教育内容の一部を他の養成施設等に
実施させる場合にあっては実施先の名称

	
	人間の尊厳と自立
（５）
	
	

	
	社会の理解Ⅰ
（５）
	
	

	
	社会の理解Ⅱ
（３０）
	
	

	
	介護の基本Ⅰ
（１０）
	
	

	
	介護の基本Ⅱ
（２０）
	
	

	
	コミュニケーション技術
（２０）
	
	

	
	生活支援技術Ⅰ
（２０）
	
	

	
	生活支援技術Ⅱ
（３０）
	
	

	
	介護過程Ⅰ
（２０）
	
	

	
	介護過程Ⅱ
（３０）
	
	

	
	介護過程Ⅲ
（４５）
	
	

	
	
発達と老化の理解Ⅰ
（１０）
	
	

	
	
発達と老化の理解Ⅱ
（２０）
	
	

	
	
認知症の理解Ⅰ
（１０）
	
	

	
	
認知症の理解Ⅱ
（２０）
	
	

	
	
障害の理解Ⅰ
（１０）
	
	

	
	
障害の理解Ⅱ
（２０）
	
	

	
	
こころとからだのしくみⅠ
（２０）
	
	

	
	
こころとからだのしくみⅡ
（６０）
	
	

	
	医療的ケア
（５０）
	
	

	合計
（４５０）
	

	14

建

物
	土地面積
	教室等
の名称
（各教室毎に
記入すること）
	面　　積
	共用先
（共用する
場合につい
てのみ記入）
	教室等
の名称
（各教室毎に
記入すること）
	面　　積
	共用先
（共用する
場合につい
てのみ記入）

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	建物延面積
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	13　教育用機械器具及び模型
	実習用モデル人形
人体骨格模型
成人用ベッド
移動用リフト
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ
車いす
簡易浴槽
ストレッチャー
排せつ用具
歩行補助つえ
盲人安全つえ
	体
体
床
台
台
台
槽
個
個
本
本
	視聴覚機器
障害者用調理器具・食器類
和式布団一式
吸引装置一式
経管栄養用具一式
処置台又はワゴン
吸引訓練モデル
経管栄養訓練モデル
心肺蘇生訓練用器材一式
人体解剖模型
	器
台
式
式
式
台
体
体
式
体

	16

面接授業
	施設名及び施設
種
	氏名（法人に
あっては名称）
	設　置
年月日
	位　置
	入　所
定　員
	担　当
教　員

	
	
	
	
	
	
	

	17　整備に要
する経費
	区分
	整備方法
	金額

	
	土地
	自己所有・寄付・買収・その他（　　　　　　　）
	千円

	
	建物
	自己所有・寄付・買収・その他（　　　　　　　）
	千円

	
	設備
	
	千円

	
	合計
	
	千円

	18　資金計画
	区分
	金額

	
	自己資金
	千円

	
	借入金
	千円

	
	その他（具体的に）
	千円

	
	合計
	千円



（注１）記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜様式の枚数を増加し、この様式に準じた設置計画書を作成すること。
（注２）６の開講期間には、授業開始年月日及び授業終了年月日を記載すること。なお、１年間に複数回実施する場合については、複数回分の開講期間を記載すること。
（注３）７の養成施設の長の氏名には、設置者が養成施設でない場合にあっては設置者の長の氏名を記載すること。
（注４）９の教務に関する主任者、10の面接授業を担当する教員及び11の医療的ケアを担当する教員の資格名欄には、介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師の資格を持つ者について記入すること。
（注５）９の専任教員のうち教務に関する主任者の該当番号の欄には、指定規則第７条の２第１項ホ（１）、（２）、（３）、（４）、（５）のうち該当する条項を記入すること。（例（１））
　　また、医療的ケアを担当する教員の指針該当番号の欄には、
（１）　医療的ケア教員講習会修了者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
（２）　介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会を修了した者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
のうち、いずれか該当する番号を記載すること。
（注６）10の面接授業を担当する教員については、面接授業を担当する教員に関する調書を作成すること。また、医療的ケアを担当する教員については、医療的ケアを担当する教員に関する調書を作成すること。ただし、９の専任教員のうち教務に関する主任者が医療的ケアを担当する教員を兼ねる場合または面接授業を担当する教員を兼ねる場合にあっては、教務に関する主任者に係る教員調書のみ作成すれば足りるものとし、この場合、教務に関する主任者、医療的ケアを担当する教員又は面接授業を担当する教員である旨がそれぞれ確認できるようにすること。































No.　　
教務に関する主任者に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	該当番号
	

	実務者研修教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	実務者研修教員講習会の講師
	講習会実施主体名

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護過程Ⅲにおける修了講習会
	１．実習指導者講習会　　（修了年月：　　年　　月）
２．介護教員講習会　　　（修了年月：　　年　　月）
３．実務者研修教員講習会（修了年月：　　年　　月）
４．主任指導者養成講習会（修了年月：　　年　　月）
５．指導者養成講習会　　（修了年月：　　年　　月）
６．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　教務に関する主任者ごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証の写しを添付すること。
（注４）　実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63年２月12日社庶第29号）を参照すること。

No.　　
介護過程Ⅲ（面接授業）を担当する教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	該当番号
	

	修了講習会
	１．実習指導者講習会　　（修了年月：　　年　　月）
２．介護教員講習会　　　（修了年月：　　年　　月）
３．実務者研修教員講習会（修了年月：　　年　　月）
４．主任指導者養成講習会（修了年月：　　年　　月）
５．指導者養成講習会　　（修了年月：　　年　　月）
６．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　面接授業を担当するごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証の写しを添付すること。
（注４）　実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63年２月12日社庶第29号）を参照のこと。
（注５）　他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の面接授業担当教員ごとに作成すること。








No.　　
医療的ケアを担当する教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	該当番号
	

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会
	１．修了　　（　年　月　日～　年　月　日）
２．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　各教員ごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の写しを添付すること。











添付書類

（1） 実務者施設設置者に関する書類
ア 法人の寄付行為又は定款
イ 役員名簿
ウ 申請年度の事業計画及び収支予算書
エ 介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録
オ 介護福祉士実務者養成施設の長の履歴書、就任承諾書
（2） 建物に関する書類
　　　　　配置図及び平面図（建設予定の場合は設計図）
（3） 整備に関する書類
　　　　ア 土地
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
　　　　イ 建物
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
（4） 資金計画に関する書類
　　　　ア 自己資金
　　　　　 金融機関による残高証明等
　　　　イ 借入金
　　　　　（ア）融資予定額、金融機関名、返済期間及び償還計画等を記載した書類
　　　　　（イ）融資内諾書の写
　　　　ウ 寄付金
　　　　　（ア）寄付申込書
　　　　　（イ）寄付をする者の財産を証明する書類
（5） 学則
（6） 入所者選抜の概要（学生等の受入方針、受入方策等）
（7） 専任教員及び面接授業を担当する教員の就任承諾書
（8） 教育用機械器具及び模型の目録
（9） 時間割及び授業概要（指針別表５の教育に含まれる事項に該当する箇所に下　
線を引くこと。）
（10） 実務者養成施設に係る収支予算及び向こう２年間の財政計画
（11） 教育の一部を他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の承諾書。

※　通信課程を設ける場合には、(1)～(11)に加え、以下の書類を添付すること。
（12） 通信養成を行う地域
（13） 添削その他の指導方法（各科目ごとに１回以上行い、採点、講評等をもらう）
（14） 面接授業実施期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の設置者の承諾書
（15） 課程修了の認定方法
（16） 通信養成に使用する教材の目録

（注１）添付書類は記載の順番にすること。
（注２）各項目の区切りには、仕切紙を入れ、インデックスを貼ること。インデックスの番号は、添付書類番号にあわせること。
（注３）趣意書、生徒の見込み等その他参考資料については、最後に添付すること。
















別記様式第９号（規格Ａ４）（第15条関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　　
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　　


介護福祉士実務者養成施設指定申請書

標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第３条の規定に
基づき申請します。


















介護福祉士実務者養成施設指定申請書

	１　名　称
	

	２　位　置
	

	３　設置者
（法人の場合は
名称・所在地）
	氏　名
	

	
	住　所
	

	４　設置年月日
	

	５　種類等
	種　　　　類
	１学年
の定員
	学級数
	１学級
の定員
	修　業
年　限

	
	第２号養成施設（養成施設指定規則第７条の２）
(昼間過程・夜間過程・通信課程)
	
	
	
	

	６　開講期間
	

	７　養成施設の
　　長の氏名
	
	８　専任事務
職員氏名
	


	９　専任教員
（教務に関する主任者には氏名の前に◎印をすること）
	氏　　　　　名
	年齢
	担当科目
	資格名
	養成施設等運営
指針該当番号
	教員調書
頁番号

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	10　介護過程Ⅲ
　（面接授業）
を担当する教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	11　医療的ケアを担当する教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	12　その他の教員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	






	13
開講科目
	指定規則上の科目名
（時　間　数）
	時間数
	教育内容の一部を他の養成施設等に
実施させる場合にあっては実施先の名称

	
	人間の尊厳と自立
（５）
	
	

	
	社会の理解Ⅰ
（５）
	
	

	
	社会の理解Ⅱ
（３０）
	
	

	
	介護の基本Ⅰ
（１０）
	
	

	
	介護の基本Ⅱ
（２０）
	
	

	
	コミュニケーション技術
（２０）
	
	

	
	生活支援技術Ⅰ
（２０）
	
	

	
	生活支援技術Ⅱ
（３０）
	
	

	
	介護過程Ⅰ
（２０）
	
	

	
	介護過程Ⅱ
（３０）
	
	

	
	介護過程Ⅲ
（４５）
	
	

	
	
発達と老化の理解Ⅰ
（１０）
	
	

	
	
発達と老化の理解Ⅱ
（２０）
	
	

	
	
認知症の理解Ⅰ
（１０）
	
	

	
	
認知症の理解Ⅱ
（２０）
	
	

	
	
障害の理解Ⅰ
（１０）
	
	

	
	
障害の理解Ⅱ
（２０）
	
	

	
	
こころとからだのしくみⅠ
（２０）
	
	

	
	
こころとからだのしくみⅡ
（６０）
	
	

	
	医療的ケア
（５０）
	
	

	合計
（４５０）
	

	14

建

物
	土地面積
	教室等
の名称
（各教室毎に
記入すること）
	面　　積
	共用先
（共用する
場合につい
てのみ記入）
	教室等
の名称
（各教室毎に
記入すること）
	面　　積
	共用先
（共用する
場合につい
てのみ記入）

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	建物延面積
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	
	
	
	㎡
	
	
	㎡
	

	13　教育用機械器具及び模型
	実習用モデル人形
人体骨格模型
成人用ベッド
移動用リフト
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ
車いす
簡易浴槽
ストレッチャー
排せつ用具
歩行補助つえ
盲人安全つえ
	体
体
床
台
台
台
槽
個
個
本
本
	視聴覚機器
障害者用調理器具・食器類
和式布団一式
吸引装置一式
経管栄養用具一式
処置台又はワゴン
吸引訓練モデル
経管栄養訓練モデル
心肺蘇生訓練用器材一式
人体解剖模型
	器
台
式
式
式
台
体
体
式
体

	16

面接授業
	施設名及び施設種
	氏名（法人に
あっては名称）
	設　置
年月日
	位　置
	入　所
定　員
	担　当
教　員

	
	
	
	
	
	
	



（注１）記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜様式の枚数を増加し、この様式に準じた指定申請書を作成すること。
（注２）６の開講期間には、授業開始年月日及び授業終了年月日を記載すること。なお、１年間に複数回実施する場合については、複数回分の開講期間を記載すること。
（注３）７の養成施設の長の氏名には、設置者が養成施設でない場合にあっては設置者の長の氏名を記載すること。
（注４）９の教務に関する主任者、10の面接授業を担当する教員及び11の医療的ケアを担当する教員の資格名欄には、介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師の資格を持つ者について記入すること。
（注５）９の専任教員のうち教務に関する主任者の該当番号の欄には、指定規則第７条の２第１項ホ（１）、（２）、（３）、（４）、（５）のうち該当する条項を記入すること。（例（１））
　　また、医療的ケアを担当する教員の指針該当番号の欄には、
（１）　医療的ケア教員講習会修了者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
（２）　介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会を修了した者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者
のうち、いずれか該当する番号を記載すること。
（注６）10の面接授業を担当する教員については、面接授業を担当する教員に関する調書を作成すること。また、医療的ケアを担当する教員については、医療的ケアを担当する教員に関する調書を作成すること。ただし、９の専任教員のうち教務に関する主任者が医療的ケアを担当する教員を兼ねる場合または面接授業を担当する教員を兼ねる場合にあっては、教務に関する主任者に係る教員調書のみ作成すれば足りるものとし、この場合、教務に関する主任者、医療的ケアを担当する教員又は面接授業を担当する教員である旨がそれぞれ確認できるようにすること。








































No.　　
教務に関する主任者に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	該当番号
	

	実務者研修教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	実務者研修教員講習会の講師
	講習会実施主体名

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護過程Ⅲにおける修了講習会
	１．実習指導者講習会　　（修了年月：　　年　　月）
２．介護教員講習会　　　（修了年月：　　年　　月）
３．実務者研修教員講習会（修了年月：　　年　　月）
４．主任指導者養成講習会（修了年月：　　年　　月）
５．指導者養成講習会　　（修了年月：　　年　　月）
６．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　教務に関する主任者ごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証の写しを添付すること。
（注４）　実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63年２月12日社庶第29号）を参照すること。

No.　　
介護過程Ⅲ（面接授業）を担当する教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	担当予定科目
	

	該当番号
	

	修了講習会
	１．実習指導者講習会　　（修了年月：　　年　　月）
２．介護教員講習会　　　（修了年月：　　年　　月）
３．実務者研修教員講習会（修了年月：　　年　　月）
４．主任指導者養成講習会（修了年月：　　年　　月）
５．指導者養成講習会　　（修了年月：　　年　　月）
６．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　面接授業を担当するごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証の写しを添付すること。
（注４）　実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63年２月12日社庶第29号）を参照のこと。
（注５）　他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の面接授業担当教員ごとに作成すること。






No.　　
医療的ケアを担当する教員に関する調書

	養成施設名
	

	氏名
	

	生年月日
	年齢（　　　　　歳）

	最終学歴
（学部、学科、専攻）
	

	該当番号
	

	医療的ケア教員講習会
	１．修了　　（修了年月：　　年　　月）
２．未修了

	介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会
	１．修了　　（　年　月　日～　年　月　日）
２．未修了

	教育歴・職歴
	名　　称
	教育内容又は業務内容
	年　　月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	資格・免許・学位
	名　　称
	取得機関
	取得年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注１）　各教員ごとに作成すること。
（注２）　修了した講習会の修了証の写しを添付すること。
（注３）　「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の写しを添付すること。








添付書類

（1） 実務者施設設置者に関する書類
ア 法人の寄付行為又は定款
イ 役員名簿
ウ 申請年度の事業計画及び収支予算書
エ 介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録
オ 介護福祉士実務者養成施設の長の履歴書、就任承諾書
（2） 建物に関する書類
　　　　　配置図及び平面図（建設予定の場合は設計図）
（3） 整備に関する書類
　　　　ア 土地
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
　　　　イ 建物
　　　　　 登記簿謄本（寄付を受ける場合にあっては寄付予定のもの）、寄付確認書、買収又は賃借の場合は契約書
（4） 資金計画に関する書類
　　　　ア 自己資金
　　　　　 金融機関による残高証明等
　　　　イ 借入金
　　　　　（ア）融資予定額、金融機関名、返済期間及び償還計画等を記載した書類
　　　　　（イ）融資内諾書の写
　　　　ウ 寄付金
　　　　　（ア）寄付申込書
　　　　　（イ）寄付をする者の財産を証明する書類
（5） 学則
（6） 入所者選抜の概要（学生等の受入方針、受入方策等）
（7） 専任教員及び面接授業を担当する教員の就任承諾書
（8） 教育用機械器具及び模型の目録
（9） 時間割及び授業概要（指針別表５の教育に含まれる事項に該当する箇所に下　
線を引くこと。）
（10） 実務者養成施設に係る収支予算及び向こう２年間の財政計画
（11） 教育の一部を他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の承諾書。

※　通信課程を設ける場合には、(1)～(11)に加え、以下の書類を添付すること。
（12） 通信養成を行う地域
（13） 添削その他の指導方法（各科目ごとに１回以上行い、採点、講評等をもらう）
（14） 面接授業実施期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の設置者の承諾書
（15） 課程修了の認定方法
（16） 通信養成に使用する教材の目録

（注１）添付書類は記載の順番にすること。
（注２）各項目の区切りには、仕切紙を入れ、インデックスを貼ること。インデックスの番号は、添付書類番号にあわせること。
（注３）趣意書、生徒の見込み等その他参考資料については、最後に添付すること。






















































	
	

	
	

	


	
	

	
	
	

	
	

	
	
	

	
	

	


	
	

	
	
	
	

	
	

	

	
	

	


	

	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	






	

	

	
	


	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	

	

	




	
	



	
	



	



	
	




	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	










	










	









	










	


	
	

	

	
	

	


	
	
	
	
	
	
	






















































別記様式第11号（規格Ａ４）（第19条関係）


第　　　　　号
年　　月　　日


群馬県知事　あて


申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人にあっては、その所在地、名称及び代
表者の氏名）                           
電　　話　　　　　　　　　　　 　　　　


介護福祉士実務者養成施設等報告書


標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第５条の規定に基づき報告します。















介護福祉士実務者養成施設等報告書

１　施設の概要
	（１）養成施設等の名称
	

	（２）養成施設等の所在地
	〒　　　-　　　

	（３）設置者
	名称
	

	
	代表者
氏　名
	


	
	所在地
	

	（４）種類等
	種　類

	１学年
の定員
	学級数
	1学級
の定員
	修業年限

	
	該当番号
昼間・夜間・通信主体の課程
	
	

	

	


	（５）養成施設等の長の氏名
	
	（６）開設年月日
	

	（７）専任教員の人数
	

	（８）実地研修の実施の有無
	有　無
	（９）実地研修の施設数
	在宅その他

	
	
	
	入所施設

	（10）情報開示の状況
	ホームページによる公表
	（　有　・　無　）
【ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞURL：　　　　　　　　　　　　　　】

	
	その他の方法による公表
	【情報開示の方法：　　　　　　　　　　　　　】

	（11）専任事務職員氏名
	
	（13）連絡先
	T e l：

	
	
	
	F a x：

	
	
	
	E-mail：


（注）　１　当該年度4月1日現在の状況を記載すること。
　　　　２　「（１）養成施設等の名称」には、指定を受けいている課程・コース名まで記載すること。
　　　　３　２以上の課程を設置している養成施設等においては、本表も含め、すべて別様式とすること。
　　　　４　「（４）種類等」には、該当する課程の形態（昼間等）を「○」で囲むこと。
　　　　５　「（５）養成施設等の長の氏名」には、学長、校長等の氏名を記入すること。
　　　　６　「（10）情報開示の状況」には、「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日社援発第0328001号）」又は「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日19文科高第918号・社援発第0328004号）」に定められた内容すべてについて、ホームページを用いて公開している場合に「有」を「○」で囲むこと。
　　　　　　また、その他の方法により情報開示を行ってる場合には、その方法を記載すること。









２　当該年度の学年別学生数等
　（１）当該学年度の入試状況
	第1学年の
入学定員
【a】
	入学者数
【b】
	充足率
【b/a×100】

	
	
	


    （注）　　　１　
「受験者数」には、受験申込を行った者のうち、受験者の人数を記載すること。
　　　　　　　　２　「入学者数」には、入学手続を行った者のうち、当該年度５月１日までに入学を辞退した者を除いた人数を記載すること。

　（２）前年度における開講回数別入所者数等
	回数
	開講期間
	面接授業の開催
場所
	各回の定員
	在籍者数

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	

	第　回
	
	
	
	


　　（注）　１　本表は、前年度の状況について記載すること。
　　　　　　２　「在籍者数」には、留年者・編入者等を含むこと。

　（３）学年別学生数
　　（注）　　　１　本表は、当該年度５月１日時点の状況について記載すること。
　　　　　　　　２　第２学年以下の欄は、修業年限が１年を超える場合に使用すること。修業年限が４年を
超える場合には、適宜欄を追加すること。
　　　　　　　　

３　「在籍者数」には、留年者・編入者等を含むこと。

　（４）学生１人あたりの負担金
	費目

	第１学年
	第２学年
	第３学年
	第４学年
	合計

	入学検定料

	
	
	
	
	

	入学金

	
	
	
	
	

	授業料

	
	
	
	
	

	実習費

	
	
	
	
	

	施設維持費

	
	
	
	
	

	その他諸費

	
	
	
	
	

	合計

	
	
	
	
	











































３　前年度における教育の実施状況等
　法40条第２項第２号の規定による養成施設等
	教育内容
	指定規則上
の時間数
	学則上の
時間数
【a】
	実授業時
間数
【b】
	学則上の
時間数と
の差
【b-a】
	面接授業の授業時間数

	
人間の尊厳と自立
社会の理解Ⅰ
社会の理解Ⅱ
介護の基本Ⅰ
介護の基本Ⅱ
コミュニケーション技術
生活支援技術Ⅰ
生活支援技術Ⅱ
介護過程Ⅰ
介護過程Ⅱ
介護過程Ⅲ


発達と老化の理解Ⅰ
発達と老化の理解Ⅱ
認知症の理解Ⅰ
認知症の理解Ⅱ
障害の理解Ⅰ
障害の理解Ⅱ
こころとからだのしくみⅠ
こころとからだのしくみⅡ
医療的ケア（基本研修）
　　　　　（演習）
　　　　　（実地研修）
	時間
５
５
30
10
20
20
20
30
20
25
45


10
20
10
20
10
20
20
60
50
-
-
	時間
	時間
	時間
	時間

	合計
	450
	
	
	
	


　　（注）　１　修業年限が１年を超える場合には、各学年ごとに作成すること。
　　　　　　２　

修業年限が１年を超える場合には、「学則上の時間数」には、各学年ごとに組まれた授業科目の時間数を記入すること。なお、当該学年で行われなかった授業科目の「学則上の時間数」、「実授業時間数」には、自習時間等を除いた時間数を記載すること。
　　　　　　３　「医療的ケア」のうち（演習）及び（実地研修）の「学則上の時間数」は、学則に時間数の規定がない場合には「－」を記入すること。
　　　　　　











４　前年度における教員及び実習指導者の異動の状況
	区分
	新任・退任の別
	主任者
	介護過程Ⅲを担当する教員
	医療的ケア
を担当する
教員
	氏名
	担当科目名

	
	
	
	
	基 本 研 修
	演　習
	実 地 研 修
	
	

	専任教員
	新任
	
	
	
	
	
	
	

	
	退任
	
	
	
	
	
	
	

	その他の教員
	新任
	
	
	
	
	
	
	

	
	退任
	
	
	
	
	
	
	


　　（注）　１　本表は、前年度４月２日から当該年度４月１日までの間における専任教員、専任教員以外のその他の教員、実習指導者の異動の状況について記載すること。
　　　　　　２　「主任者」、「介護過程Ⅲを担当する教員」、「医療的ケアを担当する教員」（基本研修、演習、実地研修）には、該当するものにそれぞれ「○」を記載すること。なお、兼務している場合にあっては、兼務している全ての項目について「○」を記載すること。
　　　　　　３　「担当科目名」には、担当している指定規則上の科目の名称を記載すること。

５　前年度における卒業生の状況
（１）卒業生の状況
	前々年度までの
卒業生の累計
【a】
	前年度の卒業生数
【b】
	卒業生の合計
【a+b】

	
	
	





６　その他添付資料について

　当該年度４月１日現在の学則を添付すること。















参考様式例

１．介護福祉士養成施設及び介護福祉士実務者養成施設共通
（１）

就任承諾書

（２）時間割
（３）授業概要

２．介護福祉士養成施設
（１）教育用機械機器及び模型の目録（介護福祉士養成施設用）
（２）学習進度計画表（介護福祉士養成施設用）
（３）実習巡回計画表

３．介護福祉士実務者養成施設
（１）教育用機械機器及び模型の目録
（介護福祉士実務者養成施設用）
（２）授業進度計画（介護福祉士実務者養成施設用）

2






















	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

















	
	

	
	

	
	
	
	

	
	

	
	

	
	

	
	







	

	
	
	


	
	
	
	

	

	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	




就　任　承　諾　書


年　　月　　日



（申　請　者）　殿


氏　名　　　　　　　　　　　



私は、○○専門学校が、（介護福祉士養成施設（介護福祉士実務者養成施設）指定を受ける養成施設又は学校の種別）として指定の際には、○○学部○○学科○○コースにおいて、下記科目を担当する（専任又は非常勤の別）教員として就任することを承諾します。


記


１．担当科目　　　　　○○論、○○論



２．就任期日　　　　　　年　　月　　日
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授 業 概 要

	授業のタイトル（科目名）
	授業の種類

（講義・演習・実習・通信）
	授業担当者

	授業の回数
	時間数（単位数）
	配当学年・時期
	必修・選択

	［授業の目的・ねらい］


［授業全体の内容の概要］


［授業終了時の達成課題（到達目標）］



	［授業の日程と各回のテーマ・内容・授業方法］

ｺﾏ数
１
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11
12
13
14
15

	［使用テキスト・参考文献］
	［単位認定の方法及び基準］
　（試験やレポートの評価基準）




教育用機械機器及び模型の目録
（介護福祉士養成施設用）

〈介護実習室〉
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



〈和室〉
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※押入を設けることが望ましい。

〈入浴実習室〉
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




〈家政実習室〉
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教育用機械機器及び模型の目録
（介護福祉士実務者養成施設用）

	備　品　名
	個　数
	備　考

	実習用モデル人形
	
	

	人体骨格模型
	
	

	成人用リフト
	
	

	移動用リフト
	床走行式
	
	

	
	固定式
	
	

	
	据置式
	
	

	スライディングボード
	
	

	スライディングマット
	
	

	車いす
	
	

	簡易浴槽
	
	

	ストレッチャー
	
	

	排せつ用具
	ポータブルトイレ
	
	

	
	尿器等
	
	

	歩行補助つえ
	
	

	盲人安全つえ
	普通用
	
	

	
	携帯用
	
	

	視聴覚機器
	テレビ
	
	

	
	ビデオ
	
	

	
	OHP
	
	

	
	プロジェクター
	
	

	障害者用調理器具
	
	

	障害者用食器
	
	

	吸引装置一式
	
	

	経管栄養用具一式
	
	

	処置台又はワゴン
	
	

	吸引訓練モデル
	
	

	経管栄養訓練モデル
	
	

	心肺蘇生訓練用器材一式
	
	

	人体解剖模型
	
	

	その他主な備品
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時　間　割



（　　年　　　期）

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

担当教

員名を

記入

科目名



科目名



担当教

員名を

記入



科目名



担当教

員名を

記入



科目名



担当教

員名を

記入



科目名



担当教

員名を

記入


image2.emf
123451234512345123451234512345123451234123451234512341234

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

※　枠内には各週ごとに授業のコマ数合計を記入すること。ただし、「医療的ケア（演習）」については、（ア）喀痰吸引、（イ）経管栄養及び、（ウ）救急蘇生法演習を実施した回数を記入すること。

学習進度計画計画表

（介護福祉士養成施設用）

医

療

的

ケ

ア

演習

講義

（　　　　　年）

（選択科目：　　　　　　　　　　　　　　　）

人

間

と

社

会

介護実習Ⅰ

人間の尊厳と自立

人間関係とコミュニケーション

社会の理解

年間

コマ数

合計

領域 教育内容 関連科目名

夏期休暇 冬期休暇 春休み

介護実習Ⅱ

こ

こ

ろ

と

か

ら

だ

の

し

く

み

発達と老化の理解

認知症の理解

障害の理解

こころとからだのしくみ

介

護

介護の基本

コミュニケーション技術

生活支援技術

介護課程

介護総合演習

介護実習

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １２月 １月 １１月


image3.emf
○年次○段階 ○月○日～○月○日 （ ○週間○日間 ）

※　「○月の第１月曜日から２週間　　計１０日」という記入でも可

特別養護老人ホーム

○○荘

特別養護老人ホーム

△△荘

特別養護老人ホーム

○○苑

介護老人保健施設

☆☆苑

障害者支援施設

△△苑

就労継続支援B型

○○苑

救護施設

○○○苑

福祉型障害児入所施設

△△△苑

巡回教員　　　　　A・・・○○　　B・・・△△　　C・・・××

※　学年ごと、実習を実施する期間ごとに作成すること。

　　 実習指導者１人につき、実習生５人以内とすること。

 　　「人数」の欄には、予定の学生数等を記入すること。

　 　この様式に準じたものを作成すること。

実習巡回計画表



～

B



B



休み 休み B



2人

3人

1人

3人

4人

1人

1人



B

C

C



B



2人



休み B



B



B



休み



休み



C



C 休み 休み



C



C 休み

休み 休み



B



休み 休み

休み 休み



○月○日

（金）



A



A



休み 休み



○月○日

（土）

○月○日

（日）

○月○日

（月）

○月○日

（水）



○月○日

（木）

○月○日

（金）

以下続く

＊　種別ごとに施設をま

とめること。

人数

○月○日

（月）

○月○日

（火）



A

B



A



B



B


image4.emf
（介護福祉士実務者養成施設用）

科目名（時間数） 123451234512345123451234512345123451234123451234512341234

人間の尊厳と自立（５） 0

社会の理解Ⅰ（５） 0

社会の理解Ⅱ（３０） 0

介護の基本Ⅰ（１０） 0

介護の基本Ⅱ（２０） 0

コミュニケーション技術（２０） 0

生活支援技術Ⅰ（２０） 0

生活支援技術Ⅱ（３０） 0

介護課程Ⅰ（２０） 0

介護課程Ⅱ（２５） 0

介護課程Ⅲ（４５）　※面接授業 0

発達と老化の理解Ⅰ（１０） 0

発達と老化の理解Ⅱ（２０） 0

認知症の理解Ⅰ（１０） 0

認知症の理解Ⅱ（２０） 0

障害の理解Ⅰ（１０） 0

障害の理解Ⅱ（２０） 0

こころとからだのしくみⅠ（２０） 0

こころとからだのしくみⅡ（６０） 0

医療的ケア（５０） 0

0

0

0

0

※　枠内には各週ごとに授業のコマ数合計を記入すること。ただし、「医療的ケア（演習）」については、（ア）喀痰吸引、（イ）経管栄養及び、（ウ）救急蘇生法演習を実施する回数を記入すること。

医療的ケア（演習）

１２月 １月 １１月

授業進度計画



年間コマ

数合計

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月


